
2010道本部組織労働局発第204号
２０１０年２月４日
各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山上　潔
（賃金労働部・組織部）

2010春闘の推進について（１）
～当面する取り組みおよびストライキ批准投票の実施について～

2010当初予算闘争の取り組みに、心から敬意を表します。
さて、2010道本部春闘方針については、２月３日開催の道本部第111回中央委員会で確認・決定いただいたところですが、当面する具体的な取り組みの推進について次のとおり指示しますので、各単組における取り組みの強化をお願いします。
記
１　たたかいの基本（以下、第111回中央委員会議案再掲）

（１）基本的には、連合の10春季生活闘争、自治労10春闘に結集し、雇用を守り生活改善に向けた基本賃金の引き上げを重点に諸要求の実現にすべての地本・単組が全力をあげることとし、自治労の春闘方針策定にあたっては、方針の補強と意見反映をおこないます。

（２）連合北海道、連合地協、地区連合に結集し、地域春闘への参加と他産別、地場中小組合との交流・連帯活動を強めます。

（３）交付税削減反対・地方財政確立、質の高い公共サービス実現指標とした制度政策闘争を展開します。

（４）自治体財政の確立に向けては、連合北海道、地方財政確立道民会議等と連携の元で道民運動を巻き起こしながら、安定的な自治体財政の確立をめざします。

（５）春闘期を出発点として、男女平等産別統一闘争を推進します。

（６）すべての地本・単組・総支部は春闘期における行動計画（１地本・単組・総支部１企画）を立て、春闘諸行動への組合員参加・組織強化を追求します。

２　たたかいの展開

（１）まず、各地本・単組は別途提起の10当初予算闘争と並行して、道本部10国民春闘方針案の討議を行い、討論集会の開催、春闘方針及び要求書の作成など闘争体制の確立をはかります。

（２）そして、全単組が必ず要求書を提出し、当局交渉を行なうことを重視します。各単組は重点課題の取り組みにむけ、職場討議を行いながら、２月15日（月）～22日（月）(集中提出日　2月18日)の間に要求書を提出することとします。
（３）全国的な春闘の諸行動と連動して、各単組は、生活を維持・向上させる賃金水準の確保と労働条件改善、地域公共サービスの質の向上と公正労働の実現への決意を示すストライキ批准投票を実施します。
（４）全単組・総支部においては、自治労の対自治体統一行動に結集するために３月12日(金)29分時間内くい込み集会を配置し、３月２日～11日までを重点交渉期間と位置づけます。また、統一行動指標を掲げながら、春闘要求の前進に向け交渉を実施します。

（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の諸集会・統一行動に職場集会を開催するなど積極的に参加し、また、連合北海道の設定する決戦ゾーンに連帯し、４月一杯まで地域における交流・支援体制を継続します。　

３　たたかいの要求と課題

（１）生活の維持・改善をはかる賃金水準・制度の実現をめざします。

①　賃金要求については、道本部のアンケート結果（平均10,458円）を踏まえ１月29～30日開催の自治労第139回中央委員会の決定及び、２月３日開催の道本部第111回中央委員会における決定に基づき、2.6％（平均10,500円）以上を要求していくこととします。なお、具体的な交渉の目標は、09年に実施した実在者賃金の全国調査の中央値を参考に各自治体での交渉を進めます。

②　自治体財政を理由とした給与等の独自削減に対しては原則反対しながら、昇格・昇給基準の改善及び自治体間・職種間、中途採用者の賃金格差の解消を求めます（道本部統一要求「賃金関係」参照）。

③　その他、09賃金確定闘争および10当初予算闘争の継続課題（積み残し課題）の解決をはかります。

＜参考＞　自治体労働者の実在者賃金（給料月額＝基本給、金額は中央値）

	
	行 政 職
	現業（技能労務）職
	看 護 職
	保 育 職

	30歳給料月額
	230,769円
	220,080円
	247,529円
	230,740円

	35歳給料月額
	281,500円
	254,120円
	279,640円
	277,560円

	40歳給料月額
	331,550円
	287,100円
	319,980円
	321,980円


　　（「2009年度自治労賃金実態調査結果報告書」（自治労賃金資料2009年９月30日 №184）から）

（２）臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最賃を制度化します。特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。その際の要求基準は、月給155,000円以上とし、あわせて日給7,750（／20日）以上、時間給1,000円（／155時間）以上とします。なお、公共サービス民間労働者で賃金カーブの算定ができない単組は、連合北海道の「賃金カーブ確保相当目安4,500円＋賃金改善分500円以上」を目安に取り組みます。

（３）技能労務（現業）職員の賃金については、総務省から適正化（引下げ）に向けた強力な指導が行われていますので、現行水準の維持を目標に交渉を強化します。

（４）委託契約労働者の賃金労働条件改善、公契約条例の制定をめざします。

（５）所定勤務時間を人勧どおり短縮していない自治体は短縮を求めるとともに、不払い残業一掃、各種休暇制度の新設・充実をはかります。

（６）真の「三位一体改革」実現・地方交付税の削減に反対するとともに、自治体財政健全化法の適用にあたって、労働条件の引き下げ等が検討される場合、十分な労使協議を求めていきます。

（７）高卒初任給については、月給155,000円（国公行（一）１級13号給に3.0％の賃金改善を加えた額≒時給1,000円）以上とします。

（８）男女平等の職場づくりに向け、男女平等産別統一闘争を推進します。

（９）対道人事委員会に対しては地公三者共闘に結集して、春闘段階から2010年人事委員会勧告にむけた対応を重視し、給与水準の改善や比較企業規模問題等の課題の解決を求める取り組みを行います。また、給与勧告にむけた基本姿勢に関わる要求書を人事委員会に提出し、交渉を行います。さらに、人事院北海道事務局に対しては、連合北海道公務公共サービス労働組合協議会（北海道公務労協）に結集を強め、国家公務員の各組合と連携し、給与勧告に向けた基本姿勢に係る要求書を提出します。

（10）春闘期における組織強化・拡大に全力をあげます。

４　具体的な取り組み

（１）道本部の取り組み

　①　ストライキ批准投票

　年間を通じて１波につき、２時間を上限としたストライキの実施について批准投票を実施します。

　　○　期　　間　　　　　　　　２月15日（月）～２月22日（月）

○　地本報告　　　　　　　　２月22日（月）

○　道本部集約・中央報告　　２月23日（火）

②　要求書の提出・回答・交渉

　この間の要求書提出、回答、自治体闘争の山場のスケジュールについては、非常に短い期間での対応となっていることから、十分な取り組み期間を確保するために、要求書提出の日程を早め、基準日は設けず提出ゾーンとして提起します。

○　要求書の一斉提出　　　　２月15日（月）～２月22日（月）（集中提出日２月18日）
○　回答指定日　　　　　　　３月１日（月）

※　上記の提出ゾーンに提出できない場合は２月一杯を目途に提出することとします。道本部は北海道、市長会、町村会へ統一要求書を提出するとともに、連合北海道・公務労協に結集し、人事院北海道事務局への要求書提出、交渉を実施します。

③　道本部全単組・春闘オルグの実施

　道本部は、地方本部と合同で情勢報告や行動計画の点検など全単組オルグを実施します。

　期　　間　　２月８日（月）～批准投票最終日（２月22日）まで（詳細は別途）

　④　情宣活動の強化

　全組合員配布の「批准投票用紙」（リーフ兼用）や「じちろう」特集号を活用し、職場討議を進めます。また、春闘期を活用した地本毎の教宣学校の実施等も視野に入れながら、情宣活動を強めます。

　⑤　地域教育宣伝チラシの配布について

　今年も自治労本部提起の春闘地域ビラ配布行動を実施します。

　（取り組み期間は３月●日～●日、３月●日単組到着）

（２）地本・単組の取り組み

①　闘争方針・闘争体制の確立

　各地本・単組は闘争委員会を設置し、「１地本・単組１企画」を含む、春闘方針を確立します。

②　ストライキ批准投票の取り組み

　前述のストライキ批准投票について、昨年において、批准率が全国平均を下回りましたので、今年については、最低でも全国平均を上回るよう、戦術配置の意義など提起しながら、圧倒的な成功をめざします。

＜参考－05～09春闘スト批准率の推移＞

	
	05年度
	06年度
	07年度
	08年度
	09年度

	実施単組／全単組
	227／240
	217／238
	209／228
	191／226
	199/216

	道内投票数
	54,303
	53,148
	50,108
	47,168
	46,656

	道内投票率
	80.91％
	80.68％
	79.60％
	79.41％
	80.15％

	道内賛成率
	87.59％
	88.27％
	88.50％
	88.34％
	89.14％

	道内批准率
	70.86％
	71.21％
	70.45％
	70.14％
	71.45％

	（全国批准率）
	（69.92％）
	（70.00％）
	（69.84％）
	（71.41％）
	（71.79％）


③　要求書の提出と交渉の配置

　道本部作成の「統一要求書」を当局に提出し、対自治体闘争の重点交渉期間に交渉を配置します。また、各地本は支庁、管内町村会にも要求書を提出します。なお、2009年の提出状況は、将来の労働基本権（協約締結権）付与を睨み、要求書の提出は全単組で行うことを重点に提起した結果、統一提出日以外に提出した単組も含め188単組（文書回答165単組）となり、2008年より10％程度上回り、回答については要求書を提出した９割の単組で引き出すことができました。
④　地本別春闘討論集会、単組学習会・職場オルグ等の実施

　各地本は道本部と連携して10春闘オルグ等を実施するとともに、山場に向けて総決起集会などを開催し、たたかいの意思統一をはかります。また、各単組も、春闘方針の職場討議、要求や課題の周知をはかるため、職場学習会・職場集会を開催します。

（３）対自治体闘争ゾーンの取り組み

①　具体的戦術

２月15日（月）～22日（月）　　　　要求書提出
（２月18日（木）　　　　　　　　　　集中提出日）

２月15日（月）～３月末　　　　　　組合旗掲揚、（リストバンド着用）

３月１日（月）　　　　　　　　　　回答指定日

３月２日（火）～３月11日（木）　　重点交渉期間、
３月９日（火）～３月12日（金）　　腕章着用

※　なお、職場抵抗戦術としては腕章着用やリストバンド着用の戦術がこれまで提起してきたところですが、全単組・全組合員が取り組むものとはなっていません。各地本・単組段階において、全体で取り組むには何が可能かということをしっかり議論し、各地本・単組段階で戦術を提起することとします。なお、リストバンドを取り組むとした場合に不足している場合は追加に応じますので道本部まで必要な数を報告願います。

３月12日（金）　　　　　　　　　　29分時間内くい込み集会

超勤拒否、出張拒否

②　自治労全国統一行動指標（参考）

	2010春闘「対自治体３・12全国統一行動指標（案）」

①　生活向上のために賃金水準の維持・改善に努めること

②　臨時・非常勤等職員の処遇改善に努めること

③　ワーク・ライフ・バランスの具体化をはかること

④　公共サービス基本法にのっとった施策を推進すること


③　道本部の行動指標は、前記「３．たたかいの要求と課題」（１）～（３）及び、下記の獲得目標とし、最低獲得目標（妥結基準）は共通課題ア）～オ）及びク）とします。
＜対自治体交渉獲得目標＞
【共通課題】
ア）賃金・労働条件の変更は事前協議事項とし、労使合意を前提
イ）現行賃金水準を維持し、生活実態の認識及び賃金要求額に見合った賃金改善の確認（最低限、現行賃金体系の維持・改善）
ウ）臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件改善の確認（勤務時間比例による正規職員と同様の賃金・労働条件の改善）
エ）自治体関連民間労働者・公社・事業団労働者の賃金・労働条件を公務員並とすることの自治体としての指導方向明示、委託費、補助金等の引上げ方向確約
オ）全員５級水準以上への賃金改善、現業格差賃金解消の基本姿勢の明示と具体的協議の方向確約
カ）直営堅持・事前協議制の確立および欠員の完全補充
キ）不払い残業の撲滅・超勤手当の予算確保

ク）両立支援関係の法律及び人事院規則改正にともなう、条例・規則等の整備・改正
【単組選択課題】
ケ）独自削減を含むすべての賃金合理化は提案させないことを基本に、それらの圧縮・緩和
コ）人事評価制度導入は労使交渉事項であること確認

サ）時間外勤務手当の割増率や単価計算方式の最低労基法基準への改善
シ）高齢再任用制度の労使協議会設置と制度の円滑な実施と合わせて定年延長を展望した労使協議の開始
ス）自治体独自の公務災害見舞金(法定外)制度の新設と拡充の方向明示
セ）諸休暇制度の改善、新勤務時間・休暇制度の導入の十分な労使協議に基づく国を上回る改善
ソ）自治体および自治体関連民間職場からの労基法・パート労働法違反や社会保険・労働保険の有資格未加入者等の法違反一掃。そのため、社協や委託先清掃等の関連職場の労働条件を自治体として把握し、法違反には是正指導を行うこと。
タ）公益法人等への職員の派遣については、本人の不利益とならない内容で条例化すること
チ）任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とすること
ツ）育児休業・介護休暇の改正内容に即し、条例の改正を行うこと
テ）育児のための短時間勤務制度について

ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。

ト）家族看護休暇の新設、最低、子の看護休暇を制度化すること
ナ）裁判員制度の導入に伴う特別休暇・勤務免除等の確保
（４）公共サービス基本法を活かし、入札改革・公契約条例制定などによる公正労働基準を確立する取り組み

①　公務労協「良い社会をつくる公共サービスキャンペーン」を主体的に担うべく、２月22日に開催される「2010年良い社会をつくる公共サービスキャンペーン開始中央集会」に結集し、公共サービス基本法の活用にむけた取り組みを展開します。また、政府に対し公共サービス基本法を進化させる立法措置等の追求や、「公共サービス基本条例」（仮称）の制定を促すための対応をはかる取り組みを北海道公務労協に結集し進めます。
②　公共サービスの質の確保とともに、公共サービスを支えるすべての労働者の処遇確保・公正労働を求め、人間らしい生活を実現する地域の社会運動の一つとして、入札制度の改革と公契約条例制定に取り組みます。また、連合が提唱する「公契約基本法」制定にむけて連携して取り組みます。前段の取り組みとして、各自治体当局に対し、入札制度における落札者決定ルールの改善を求めます。さらに、「入札制度の改革や公契約条例の制定は地域の社会運動」として位置づけ、連合北海道や入札改革に取り組む全建総連、市民団体などと連携して、条例の制定を求める運動に取り組みます。
（５）連合・公務労協（公務員連絡会）の取り組み

①　連合・公務労協

　連合10春季生活闘争・闘争宣言集会　　  ２月12日（金）

　連合総決起集会　　　　　　　　　　　　３月６日（土）（民間山場前段）
　2010春季生活闘争・共闘推進集会(仮称)　３月31日

      （旧中小・パート共闘情勢報告交流集会）
2 連合北海道
官製ワーキングプアの解消を求める全道統一要請行動・集会等　２月26日
　10春季生活闘争総決起集会　３月10日（水）札幌市民ホール
②　公務員連絡会の対政府統一行動

　第１次全国統一行動日　２月19日（要求書提出の翌日）

　第２次全国統一行動日　３月12日（中央行動日に連動して）

　第３次全国統一行動日　３月24日（下旬）（回答日翌日に政府・人事院回答内容報告・確認）

※　全単組において、公務員連絡会の設定する全国統一行動日に時間外職場集会を実施し、情勢など、組合員への周知等取り組むこととします。

第２号議案補強
官製ワーキングプアの解消等を求める
2.26全道統一行動の取り組みについて

連合は、今年の春季生活闘争より、非正規労働者を含む全ての労働者の労働条件について、要求を取りまとめ、働く者の全体の底上げ・待遇改善に取り組むとしているところです。連合北海道は、道内各産別・単組の取り組みを側面支援するため、「貧困状態にある市町村等で働く非正規職員と委託先民間労働者の底上げ・待遇改善」を全道統一要求課題に設定することとなりました。２月２６日を統一行動日として、その前段に官製ワーキングプア110番の実施や各市町村長（議会議長）に対する要請書提出、そして統一行動日には地協所在地において「なくせ官製ワーキングプア、均等・均衡待遇実現集会（仮称）」を行って、雇用の安定や待遇改善の世論を喚起することとしています。

　自治労道本部としては、2010国民春闘方針案において、非正規労働者の処遇改善は取り組みの重点課題に位置づけていますし、また、連合各地協の役員構成に自治労からの派遣役員が多数配置されていることから、連合各地協と連携して、上記取り組みに対して積極的に推進します。
　
非正規労働者に係る2010春季生活闘争について
2010年1月27日
連合北海道非正規労働センター
　わたしたちは、本年の2010春季生活闘争より、非正規労働者を含めたすべての労働者の労働条件について各労働組合が使用者側と協議・交渉を推進し、労働者全体の底上げ、処遇の改善をはかる取り組みをスタートさせることを確認・決定した。
　この新しい方針は、第一に正規労働者から非正規労働者への置き換えが急速に進み、わが国全体では雇用労働者の3分の1を超えていること、第二に非正規労働者の基幹労働力化が進む一方で多くが経済的に自立生活が困難なワーキングプアの状態にあること、第三に非正規労働者の組織化は一部の産別にとどまっており、したがって非正規労働者の要求が反映されていないこと、第四に労働組合は、正規・非正規問わず、その職場・企業・産業に働く、全ての労働者の利害を代表する組織であることを踏まえたものです。
現在、この連合本部方針を基本に、各産別・単組では、取り組み方針、要求内容について討議中で、2月末までの要求書提出を目指しています。
　しかし、この方針は、初の取り組みでとりわけ、非正規労働者を労働組合に結集していない産別・単組においては、組合員である正規労働者の理解は不可欠であり、また、使用者側との協議・交渉は、難行が予測されます。
　このため、連合北海道は構成産別・単組に於けるこの新しい取り組みを成功させるため、正規労働者の賃金水準・賃金カーブ維持分確保と同じ基準による非正規労働者の賃金改善要求、法定地域最低賃金引き上げに連なる企業内最賃協定の締結促進、昇給ルールの明確化や一時金の支給、正社員への転換ルールの導入など均等・均衡待遇実現に向けた課題等について1月末から2月中旬に開催される地域討論集会を中心に「組合員（正規労働者）だけの春季生活闘争からの脱却」「非正規労働者の要求を実現する春季生活闘争」への理解を内外に深める社会的キャンペーンを展開する。また、非正規労働者を使用する道内産業別業界団体への申し入れ、協議を行うなど産別・単組の取り組みを側面支援行動を展開する。
また、全ての地協・地区連合が統一して取り組むテーマとして「北海道非正規労働者白書」で雇用・労働・生活の実態が明らかとなった道や179市町村で働く非正規労働者や委託先民間労働者の雇用と待遇問題を働く仲間、納税者、住民の視点から地域春闘の柱として取上げ「全ての労働者のための春闘」として目にみえる取り組を展開するとともに組織化に取り組む。
記
　１　非正規労働者を含む全労働者の労働諸条件の改善を求める要請行動
　　  　　実施予定日　　　 2010年2月25日（木）、26日（金）
　　  　　要　請　団　　　 佐々木 貢 連合北海道非正規労働対策委員会会長 
　　　　　　　　　　　　　 高瀬、渡辺直、斎藤、浅田
要  請  先  （1） (社）北海道機械工業会
（2） (社) 北海道食品産業協議会
（3） ホクレン農業共同組合連合会
（4） 北海道商店街振興組合連合会
（5） （社）日本人材派遣協会北海道協議会
（6） その他
　　　　
　２　官製ワーキングプアの解消と雇用の安定を求める全道統一要請行動
　　　　〔1〕自治体への要請書の提出
  　　　　　　 　　　 （1） 実施日・・・・2010年2月26日（金）
     　　　　　　　　 （2） 要請者・・・・各地域連合三役　
　　　　　　　　 　　 （3） 要請先・・・・①市町村長 　　②市町村議会議長
　　　　　　　　　　　（4） 要請内容・・別紙の通り
（注） 1　自治労道本部は上記要求内容を含む春闘要求書提出ゾーンは、2月15日～22日とし、3月1日を回答指定日としています。

2　連合北海道は、同日に道、道議会、市長会、市議会議長会、町村会長、町村議長会に要請行動を実施します。
　　　　〔2〕なくせ官製ワーキングプア、均等・均衡待遇実現集会（仮称）
（1） 実施日・・・・2010年2月26日（金）18：00～
（2） 開催場所・・連合地域協議会所在地
（3） 主催者・・・・地元地協、地区連合
（4） 参加者・・・・連合組合員、自治体非正規労働組合員
　　　　〔3〕官製ワーキングプア110番の実施
自治体非正規労働者や委託先労働者の賃金、労働条件、雇用の相談を受付け、アドバイスするとともに相談内容を公表し、雇用の安定や待遇改善の世論を喚起し、組合員化につなげる
（1） 実施日・・・・2010年2月20日（土）21日（日）
　　　　　　　　時間10：00～19：00（両日とも）
（2） 相談ダイヤル番号　（フリーダイヤル）
　　　　　　　①0120-154-052・・・（連合北海道）
（3） 相談員・・・・連合北海道、自治労、北教組、 都市交、全水道、国公連合の相談員とする
（4） 周知方法・・ポスターの掲示の他、マスメディアを通じ関係労働者へ周知する
以　上
2010年2月25日
　　市町村自治体首長
各               　　 殿
  　市町村議会議長
連合北海道○○地域協議会
○○地区連合会
会 長　○○ ○○
官製ワーキングプァの解消と雇用の安定を求める統一要求書
　地域産業の発展と雇用確保・創出、住民福祉の向上のため、日夜、御奮闘されていることに対し、心より敬意を表します。
　さて、わが国は就業者の8割が雇用労働者で占める雇用社会であり、雇用労働者が文字通り、日本の社会を支え、社会保障を支え、消費の主役となっています。
　しかし、この間、効率と競争最優先の市場原理主義が横行するなかで、この10年間で正規雇用者は302万人減少する一方で、非正規雇用者は474万人増加し、現在、雇用労働者全体の3分の1を超えるに至っています。
　こうした非正規雇用者の大部分は有期雇用という不安定な雇用状態に置かれており、かつ、年収200万以下の就労者が1000万人を超えていることが示されるように、フルタイムで働いても、多くの人々は貧困という状態から抜け出すことが困難な状況に立たされています。
　こうした状態を放置するならば、結婚もできない、子どももつくることができない若者が増加するなど、少子化に一層拍車をかけるとともに、社会保障や税負担の担い手が減少し、わが国社会の持続的発展に暗い影を与えることは必至です。
　このような非正規労働者を中心とする働く貧困層は、民間部門だけでなく、公共サービスを担う直接雇用の非正規職員や、地方自治体の仕事を担う民間労働者にも拡大しています。地方自治体は率先して不安定雇用労働者や働く貧困層を解消しなければなりません。
　つきましては、以下の通り、非正規職員の雇用の安定と処遇の改善を図るよう要求します。
記
１．非正規職員等の不安定雇用の解消
（１）有期雇用契約の濫用を防止し、無期雇用への転換を図る有期労働規制法(仮称)の制定を国に求めるとともに、臨時・非常勤等の雇用については、業務が継続し本人が希望する場合には雇用を継続すること。
（２）民間委託や指定管理者制度の導入、競争入札による委託先企業の変更によっても、雇用が継続されるよう発注者としての責任を果たすこと。
２．非正規職員等の処遇の改善
（１）臨時・非常勤等職員の賃金の最低額については、時間給で１，０００円以上とし、協定を締結すること。
（２）常勤職員との格差是正、均等・均衡処遇の実現に向け、職務内容・職務経験等を踏まえ、昇給ルールを設けること。
（３）常勤職員と同様に休暇を確立するとともに、通勤手当を支給すること。
（４）期末・勤勉手当、退職手当等支給することが可能となるよう法整備すること。
（５）時間外労働の不払いを解消すること。
（６）社会保険、労働保険に加入すること。
３．委託先労働者の労働条件の確保
（１）公正労働など社会的価値を実現する公契約条例を制定するとともに、業務委託に関する入札にあたっては、人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。
（２）委託先企業の労働基準法違反や労働保険・社会保険の未加入など、法違反を一掃するため、委託先の労働者の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や、指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。
以　上
2009春闘ストライキ批准投票について

●取り組み

年間を通じて、一波につき２時間を上限としたストライキの実施について、批准投票を実施します。圧倒的な成功（最低でも前年度を上回る高批准率）をめざします。

●日　程

期　　間　　　　　　　　２月１５日（月）～２月２２日（月）

地本報告　　　　　　　　２月２２日（月）

道本部集約・中央報告　　２月２３日（火）

●報　告

下記の報告様式で、地方本部へ報告願います。集計の「投票率」「批准率」等は小数第３位で四捨五入してください。また、単組での投・開票は、選挙管理委員会が設置されているところについては選挙管理委員会で、未設置のところについても選挙管理委員会設置を基本に、最低でも立会人をおいてください。

●道本部への問い合わせ

ご不明な点は、道本部組織部（大島・玉井・高山、TEL：011-747-3211）までお願いします。

	


2010ストライキ批准投票報告

単組名　　　　　　　　　　報告者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

ストライキ批准投票報告様式（単組→地方本部）

	組合員

A
	投票数

B
	賛成数

C
	反　対
	白　紙
	無　効
	投票率

B／A
	賛成率

C／B
	批准率

C／A
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